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研究成果の概要（和文）：本研究では、空き家問題について全国各地で先進的な取り組みを行っている自治体や
NPO等の地域主体に対するヒアリング調査等により、空き家活用の実態と課題、空き家と都市計画等の自治体の
施策の関係、空家対策特別措置法の運用実態とその課題等について調査分析を行った。
その結果、空き家発生の原因や空き家問題の実態には、大都市圏と地方圏、市街地とその縁辺部、過疎地では大
きな違いがあること、空き家数も国の統計によるのではなく自治体による実態調査で把握する必要があること、
空き家活用を面的に展開することで空き家を負の遺産としてではなく地域資源として捉える可能性があることな
どを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：In this study, we surveyed and analyzed the actual conditions and issues of 
vacant house utilization, the relationship between vacant houses and municipal policies such as 
urban planning, and the actual operation of the Act on Special Measures against Vacant Houses and 
its issues, through interviews with local governments and NPOs that are making advanced efforts to 
address the vacant house problem in various parts of Japan.
As a result, we found that the causes of vacant houses and the actual situation of vacant houses 
differ greatly between metropolitan and rural areas, urban areas and their fringe areas, and 
depopulated areas; that the number of vacant houses should not be determined by national statistics,
 but by a survey of the actual situation conducted by local governments; and that the utilization of
 vacant houses should be developed in a comprehensive manner so that vacant houses can be viewed as 
a regional resource rather than a negative legacy. 

研究分野： 建築計画・都市計画・建築社会システム
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研究成果の学術的意義や社会的意義
わが国は2018年現在で約850万戸、全住宅の13.6％の空き家を抱えており、今後もその確実な増加が予測されて
いる。空き家の存在は地域の安全、衛生等に大きな影響を与え、不動産価値を低下さる可能性があり、その解決
はわが国にとって極めて重要な課題である。本研究は、空き家を生み出すメカニズムから、空き家の除却や活用
までをトータルに捉え、空き家問題の解決の一助になることを目的としている。
本研究の成果として、空き家発生と都市計画的な規制との関係、空き家対策特別方法の運用実態とその課題、空
き家活用の実態とその課題、空き家を活用した地域再生の事例等について幅広い知見を得ることができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
(1)  2013 年の住宅・土地統計調査によれば、わが国の総住宅数 6,063 万⼾の中で空き家数は
820 万⼾、空き家率は 13.5％に達している。さらに野村総合研究所の予測（2018 年 6 月）によ
れば、2033 年の空き家数は 1955 万⼾、空き家率は 27.3％に増加するとされており、空き家問
題の急激な深刻化が予想される。空き家の存在は、建物倒壊等の危険性、防犯・防災や衛生上の
問題など様々な外部不経済を発生させ、中⻑期的に急増することが予測される空き家問題の解
決は、縮小社会に転じたわが国にとっての重要課題の一つである。 
 
(2) 「空き家急増問題」に対応するには「現に存在する空き家をどうするか」という対処療法的
な課題への対応だけでなく、「空き家を増やさない」ための中⻑期的な総合施策が必要である。
同時に、空き家の存在は、地域や周辺住⺠への外部不経済を発生させ、地域の防災・安全性や不
動産価値を棄損することから、「空き家問題に対応するための地域の在り方」が問われている。 
 
２．研究の目的 

本研究は、「現に存在する空き家をどうするか」という従来からの観点のみならず、「空き家を
増やさないためにどうするか」という観点、および「地域として空き家をどうするか」という観
点も踏まえ、空き家問題に係る自治体や地域主体の取り組みについて、建築計画、都市計画、建
築社会システムの分野から総合的に調査・研究し、空き家問題の包括的かつ中⻑期的な解決方策
を検討・提示することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1) 既往文献や、応募者及び研究協力者の情報に基づき、空き家の管理、活用、除却に主体的か
つ積極的に取り組んでいる全国各地の地域主体を抽出し、これらを対象としたアンケート調査・
ヒアリング調査等により、その空き家問題に対する取り組み実態と課題、独自の工夫等を把握し、
それらの成果を取りまとめ分析する。 
 
(2) 空き家を増やさないための住宅政策・都市政策等を実施している自治体を抽出し、ヒアリン
グ調査等により、その実態を把握・分析し、応募者・研究協力者をメンバーとする研究会で検討
し、空き家を増やさないための政策の実態と可能性を明らかにする。 
 
(3) 全国各地で、都市政策等の地域政策として空き家の管理や活用に取り組んでいる自治体や地
域主体にアンケート調査を実施し、その中で特色のある自治体及び地域主体に対しインタビュ
ー調査を実施し、これらの調査結果を取りまとめ分析し、応募者・研究協力者をメンバーとする
研究会で検討し、地域政策としての空き家の管理・活用等の実態と可能性を明らかにする。 
 
４．研究成果 
(1)建築計画分野 

建築計画分野では、主要なテーマとして、①空き家の活用・転用事例、②高齢化が進む郊外住
宅地での住み続けや空き家活用に関する課題、③生活基盤となる公共施設の再編、④団地再生や
地域再生に取り組む主体を取り上げ、研究を進めた。 

 
①では、集合住宅の空き住⼾を高齢者住宅に転用した事例分析から、住宅の広さが生活拠点とし
て機能する要件となることや、地域拠点が担う交流や支援の場としての役割が重要であること
を示した。また、空き家を住⺠福祉活動拠点に活用している市を対象に、その活用事例を調査す
ることで、一階部分に日常的に使用するスペースが確保できることなど活用に適した空き家の
条件を明らかにした。 
 
②では、神奈川県、愛知県、大阪府にある 1960〜70 年代に開発された郊外住宅地において住⺠
へのアンケート調査を実施し、住⺠の空き家の活用ニーズにはタイプがあることや、総合的な環
境に満⾜している住⺠は住み続け意向が強い結果を明らかにした。 
 
③では、空き家が生じる間接的な要因として、人口減少に伴う公共施設の再編・再配置があり、
それには施設の利用実態や住⺠の生活圏との関係や住⺠の意向を考慮に⼊れることが望ましい
との視点から研究を行った。地方都市における利用実態調査からは、山間部地域では主要道路に
より生活圏が形成されやすいこと、施設規模により選択行為が影響されることなどが、また、住
⺠の合意形成を図るワークショップの実践研究からは、全体方針から個別施設の再編方針へ議
論を広げるプログラム構成とすることや施設評価指標に基づいて個別施設再編の提案を行うこ
とが重要であることが明らかとなった。 
 



④では、エリアマネジメントやリノベーション活動の事例などから、空き家の抑制や活用をする
ためには団地再生マネージャーやコミュニティ大工といった新しい職能が必要となること、そ
れは必ずしも建築の専門家だけではなく様々な主体が担える可能性があることを示唆した。 
 
(2)都市計画分野 

都市計画分野では、主要なテーマとして、①昭和５０年代に開発され、現在 DID から外れ居
住誘導区域からも除外された大規模住宅団地を対象とした分析、②豊橋市および全国の中核市
を対象とした空家対策特別措置法による空家等対策計画の運用実態調査・分析、③新潟県内自治
体の空き家件数の把握、大規模火災と空き家の関係、新潟県湯沢町のリゾートマンション定住化
の実態を解明し、縮小社会における空き家対策と都市計画としての対応のあり方を検討した。 
 
①では、地方都市の DID に昭和５０年代に開発され、現在、DID から外れ居住誘導区域からも
除外された大規模住宅団地を対象として、土地建物の利用状況について特徴を整理した。具体的
には、ゾーン別の居住人口、所有区分、建築形態、空家の有無、建替えの有無、商業施設の状況
等である。また、対象の住宅団地の居住者の住環境に関する意識調査を実施し居住意識との関係
を整理した。さらに、全国の公営住宅団地の再生事例を調査し、住⺠と事業者の意向と再生⼿法
の関連について整理した。 
 
②では、研究分担者の浅野が参加した、EU の研究助成を受けて実施された SHRINKING CITY
研究プロジェクト（3S-RECIPE、代表：Vlad Mykhnenko オックスフォード大学准教授）の実施
状況について、調査の進め方、ケーススタディ都市の特徴、縮小都市を巡る議論の進め方を中心
にレビューした。空家施策に関わる研究として、豊橋市を対象に空家対策特別措置法による空家
等対策計画の運用実態を明らかにした。具体的には空家の全数調査、空家種類の定義、迷惑空家
の管理方法を明らかにした上で、空家データベース資料の提供を受け、同市における空家の分布
状況を分析した。次に、2）の研究は発展させる形で、地方の中核市を対象に空家等対策計画の
運用状況を包括的に明らかにした。具体的には、対策基本計画の記載事項に沿いながら、啓蒙方
法、空家バンク、除却等の補助制度、空家調査、空家の把握方法、特定空家の数や指導実態を比
較可能な形で提示しながら、中核市の実態を明らかにした。合わせて豊橋市の運用実態を詳細に
分析することで、課題を指摘した。続いて、豊橋市の空家全数調査（2015 年調査）の空家リス
トを基に、その後の更新実態を分析し、マクロレベルでの特徴（土地利用の更新と場所）を分析
した。 
 
③では、まず、新潟県内自治体の空き家件数の把握と空き家バンク活用の実態を解明し、空き家
数の把握ならびに空き家バンクの運営に課題があることを明らかにした。次に空き家が地域の
大きな課題になっている射水市放生津地区での密集市街地改善事業の進捗状況を調査するとと
もに、新潟県内で発生した大規模火災と空き家の関係を明らかにした。次に新潟市内で接道条件
を満たさない⻑屋で空き家が急増しており、その解決が求められることを明らかにした。一方、
新潟県湯沢町では利用されていなかったリゾートマンションの住⼾が定住に利用されているこ
とを明らかにし、ストック活用の可能性を見出した。 
 
(3)建築社会システム分野 
 建築社会システム分野では、①貸家新設と空き家発生のメカニズムの関係についての分析と
考察、②国際的にみた日本の住宅ストックの現状整理と余剰ストック活用の新しい動向の分析
と考察、③国内の自治体による空き家対策と活用事例の実態把握を行った。 
 
①では、埼玉県市部を対象として、世帯数の増を上回る貸家建設が、空き家数増加の大きな要因
となっていることを明らかにした。 
 
②では、日本の住宅ストックと余剰ストックの現状整理を行ったうえで、国内の先進的な空き家
活用の事例の調査・分析を通して、海外との比較分析を行った。 
 
③では、国内の自治体に対するアンケート調査・ヒアリング調査によって、自治体による空き家
対策の実態を把握し、また、先進的な空き家活用事例の収集・分析を行った。 
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